
夢ナビライブ講義 参考資料

当日の講義内容とは一部異なる場合があります。



概要

• 世界的な水危機が叫ばれる今日、世界経済では1990年代以降、
水セクター改革として水供給事業の民営化、官民連携（PPP）、地
方分権化が、国際機関（特に世界銀行、その他国際開発金融機
関）によって推し進められてきた。

• 日本も水ビジネスという形での「海外インフラ展開」をその成長戦
略の中心に据えている。

• しかし、以上のように水を経済財として扱うことで、水問題を解決し
ようという新自由主義的改革に対して、水は生命にとっての欠か
すことのできないライフラインであり、安全な水へのアクセスは守ら
れるべき人権であるという立場から強い批判が寄せられている。

• このような状況で、水セクターの改革が特に急速に進められてい
るのが、インドである。そのインドでの改革の状況を概観し、問題
点を整理する。



内容

1. 問題の背景

2. インドにおける水セクター改革の現状と問題
点

3. いかに安全な水を供給するか？



１．問題の背景



1-1．地球の水資源

• 国土交通省「日本の水資源」によれば、地球に
存在する水の総量＝約14億㎞3

• このうち地下水、河川、湖沼の淡水として存在す
るのは、約0.8％＝0.11億㎞3 （ただし、ほとんど
は地下水）

• 世界の水の総需要量（2000年）＝4000㎞3 /年
• 存在量としては、水の総量は十分。しかし、水資
源が偏在することから、約7億人が水ストレス（年
間１人あたり1700㎥未満）を感じる生活をしてい
る（UNDP（2006））。
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1-2．背景

• 現状としての「水危機」
10億人以上が安全な水を得られず、26億人以上がトイレを
利用できない。

• そうした状況を改善する目的で、1990年代以降、世界中で
「水セクター改革」が進展

⇒この状況は先進国、途上国を問わず

先進国：財政赤字による財源問題、旧設備の更新

途上国：インフラ整備の財源不足、公共サービスの失敗

国際金融機関（ADB、世銀、IMFなど）の後押し
• これをビジネスチャンスと捉え、先進国のインフラ企業が「水
ビジネス」へ進出⇒政府もこれを強力にバックアップ
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問題の所在

• 最近の「水セクター改革」「水ビジネス」の方向性への危惧
⇒水に関わるサービスをPrivatization（私営化）することの問題、ど
の程度改善でき、その利益の社会的分配は？

実際に途上国で起きている私営化の問題

• 「水セクター改革」の原理
＝水を「経済財・コモディティ」として扱う、水利権の割当、市場の
利用

⇒「コモンズ」としての水は保たれるのか？人権としての「水への
権利 the right to water」

• 住民参加、地方分権・分散化のあり方
⇒ステークホルダーが広範に存在、PPP（官民連携）、PFI（プライ
ベート・ファイナンス・イニシアティブ）、「民間」とは？
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1-2．ミレニアム開発目標（MDGs）
と到達度

• ターゲット７—C
「安全な飲料水と基本的な衛生設備を継続的に利用でき
ない人々の割合を2015年までに半減する」ことを目標

• UNDP(2006)によれば、南アジアに関しては、現状のペー
スであれば飲料水に関する目標は達成できるが、衛生設
備に関する目標は今のままのペースでは達成不可能で
（４年ほどずれ込む）、今までの倍近くの努力が必要とされ
ている。

• 世界全体で見れば、2015年には、安全な水へのアクセス
に関しては、依然として８億人が、衛生設備に関しては２１
億人が、それぞれ利用できない状況のままとなる。



1-3．水に関わる国際会議

• 1977年 国連水会議（United Nations Water 
Conference）：国連において初めて開かれた
水を単独でテーマとする会議。

⇒マルデルプラタ行動計画採択。これを受け
て、80年代を「国際水供給と衛生の10年」とす
る。先進国の公営水道をモデルとして改善を
目指す。

⇒しかし、途上国の公営水道は機能せず、90
年代以降、徐々に民営化の手法が広がる

9



1-3．水に関わる国際会議（続）
• 1992年 水と環境に関する世界会議
⇒ダブリン声明「水は経済的価値を持つものであ
り、経済財として扱われるべき」

• 2000年、第2回世界水フォーラム
⇒「世界水ビジョン」の採択。フルコスト・プライシング（フ
ルコスト・リカバリー）の導入。民間企業による水事業に
おける利潤を認める。NGOなどの強い反発。

• これらを契機にして、水セクターへの民間参入が盛んに。
国際機関（世界銀行、その他国際開発機関）による融資
も。

10



世界水市場でのアクター

• 水メジャー主要3社
１ Veolia Water（仏系）
２ Suez Environment（仏系）
３ Thames Water（英系）
しかし、市場シェアは低下傾向。
主要3社：2001年約70%⇒2009年約30％

• 新規参入大手企業：シーメンス（Siemens）、IBM、
GE

• シンガポール、韓国など国家的戦略として推進
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水メジャーへの批判

• 政治家との汚職
契約受注のために賄賂を提供するなど。スエズのCEOは、シ
ラク大統領への賄賂疑惑あり。

• 水道料金の引き上げ要求、途中での契約変更・破棄
価格決定方法として、フルコスト・プライシングを採用するた
め（水道事業にかかる費用はすべて地域のサービス受益者
から回収する）。
投資に対するリターン（推定10～15％）がない場合は撤退も。

• 国連、世銀との連携による水道民営化推進
世界の水問題の議論をリードし、民営化こそ解決策という考
え方を広める（世界水フォーラムなど）。IMF、世銀、その他国
際開発銀行は発展途上国への融資の条件に「水の自由化、
民営化」を加えている。



２．インドにおける水セクター改革
の現状と問題
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インド水市場

• 80億米ドルといわれる規模。

• このうち、政府部門が50％程度、残りは民間
企業部門によって担われている。

• 全体的での水市場の成長は年率10－12％。
特に、産業用水と飲料水において、より高い
成長をしている。
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近年の水セクター改革の進展

• 水セクター＝インドにおけるガバナンス改革の象徴

• 1990年代からこうした動きはあったが、2000年代半ば以降、
急激に水セクター改革が進められている。インフラストラク
チャーのガバナンスに大きな影響を与えており、政府そのも
のの役割や性質への議論にも発展している。

• 水セクター改革は、インドにおける開発の新自由主義化の土
台になっており、非常に論争的な状態。

⇒背景には、ＡＤＢや世界銀行、ＩＭＦなどの国際金融機関
の支援も（ワシントン・コンセンサス）
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新自由主義的改革の論拠

• 新自由主義的改革の論拠＝第3世界における政府
によるインフラストラクチャー運営の失敗

• これは経済的、技術的、金融的要因によるというよ
りむしろ制度的なものと解釈されている

• 世銀による報告書＝開発におけるインフラストラク
チャー（『世界開発報告1994年』）

• 途上国におけるインフラ運営への政治的影響が投
資の失敗や非効率の原因。これらをインフラから分
離し、健全な運営原則を導入することを目指す。
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水セクター改革のキーワード

• Corporatization（Privatization）＝公的な事業体からのある程度の
独立性、政治的な圧力や制約からの解放

• a pricing strategy＝コストを回収可能なものに設定（フルコスト・プ
ライシング）、金融的独立性

• contract＝政府と民間事業体の間のもの、自律性と説明責任、
PPP（官民連携）、PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）

• integrated water resource management（統合（総合）水資源管理）
←特に、最近はこれが強調されている。水循環、生態系、社会活
動の広範な領域を総合的に調整し、管理する。

→政治からの自律性、金融面での実行可能性、民間セクターの参加
＝よいサービスの試金石
こういったことへの合意により、州の事業体は、利潤追求へ？
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水セクター改革の問題点

• 水セクター改革は、インフラストラクチャーのガバナンスに新
しい技術を展開し、さらに、市民をインフラへの資本投資にお
けるパートナーとして再構成していると主張される。

• しかし、こうした新自由主義的改革は、資源に対する公的な
管理を弱め、地域によって管理されたサステイナブルなイン
フラストラクチャーへの選択肢を排除してきているという主張
もなされている。「売られるコモンズ」

• こうした新自由主義的改革の試みに反応して生じている失
敗やタイムラグもある（特に、途上国において）。

→本質的に、水セクターの市場化（marketization）の限界？
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チェンナイの水道事業

• チェンナイ上下水道局による運営・管理。チェンナイ市郊外
では、二日に一回、朝の数時間のみ水道から水が出る。

• 飲料水のみではなく、相次ぐ企業進出で産業用水を確保す
ることも重要な問題になっている。大規模な脱塩処理施設を
計画中。

• チェンナイの水道事業は、アジア開発銀行の報告書によれ
ば、効率性に関する指標では、コスト高が見てとれる。

• しかし、効率性だけが水道サービスのポイントではない。全
体に利用可能な水が少なくなっているという状況で、安全な
水をいかに供給するかということを考えるべき。

• 水道のない地区では、タンク車での給水、ボトル・ウォーター
の販売など（民間）⇒貧しい層が、最も高い価格で購入
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３．いかに安全な水を供給するか
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コモンズとしての水資源

• 水資源の多義性
循環資源、必需資源、変動資源、地域資源

⇒灌漑用水として、私的に利用する場合においても、水田表面から地下
へ浸透する形で地下水を涵養したり、生活用水として利用されたり、とい
う公的機能を果たす。

• 多義性ゆえに、地域住民による自治的・共同的な社会システムを形成す
る＝「コモンズ」

• 宇沢弘文によるコモンズの定義
「それぞれの置かれた社会的、経済的、法制的な諸条件の下で、自然環
境、さらに社会的共通資本一般を持続可能な形で管理、維持するための
制度、組織」⇒それぞれの最適な経営、管理組織のあり方が決まる。
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私的財、または、コモンズ

• 水危機への解決策、対応としての「水セクター改革」や「水ビ
ジネスへの進出と推進」

• privatizationという「私企業化」といってもよい状況
⇒南米などでの地域住民とのトラブルは有名。

ケララ州でも、コカ・コーラ社の水のくみ上げが周辺の地下
水面を大きく低下させている。

• 私的財としての側面を注視しすぎることなく、その社会的な
性質に注目し、住民によるガバナンスの向上を目指すことを
考えるべき。

• 統合水資源管理の有効性？
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公的なガバナンスと市場化・私営化

• 公的なガバナンス（政府、公営企業など）が機能
しないから私営化する、というのは、論理に飛躍
がある。

• 過去の歴史が教えるのは、公的なガバナンスが
機能しないときには、民間のガバナンスも機能し
ないということではないか？

• その意味では、公的なガバナンスをいかに機能
させるかというその手法、制度構築こそが求めら
れるはず。

⇒そこに先進国の貢献の余地がある。



おわりに

• 「持続可能な開発・発展」と言われるが、実は「開発・発展」
に力点があり、「持続可能」ということへの考慮が忘れられ
がち。

• われわれを取り巻き、生活を規定する自然を「環境」「資
源」と呼び、他の一般的な財と同様の論理で利用可能性
を議論することの問題を訴えたのが、シューマッハーで
あった。

• また、デイリー（H.Daly）が指摘するまでもなく、経済は環境
というシステムの下位に位置する（大枠を規定されている）
という認識が重要になっている。⇒経済的定常状態？

• 自然を維持し、中間技術を利用した自然資源の共同管理
が、現地で生活する住民を中心とする参加型開発の１つ
の方向として目指せるのではないか。
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ご静聴ありがとうございました。
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